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1 会社の新株予約権等に関する事項

名称 新株予約権の
割当日

新株予約権
の個数及び
１個当たり
の株式数

目的となる株式
の種類及び数

発行価額
(新株予約権
１個当たり)

行使価額
(株式１株当たり) 行使期間

第７回
新株予約権

2012年
６月12日

195個
(１個当たり
400株)

普通株式
78,000株 無償

0.5円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は0.5円とする。

2012年
６月12日から
2042年
６月11日まで

第10回
新株予約権

2012年
10月25日

168個
(１個当たり
400株)

普通株式
67,200株 無償

0.5円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は0.5円とする。

2012年
10月26日から
2042年
10月25日まで

第13回
新株予約権

2015年
10月30日

71個
(１個当たり
400株)

普通株式
28,400株 無償

0.5円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は0.5円とする。

2015年
10月30日から
2045年
10月30日まで

第15回
新株予約権

2016年
４月14日

26個
(１個当たり
400株)

普通株式
10,400株 無償

0.5円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は0.5円とする。

2016年
４月15日から
2046年
４月14日まで

第19回
新株予約権

2016年
10月31日

31個
(１個当たり
400株)

普通株式
12,400株 無償

１円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産

価額は1円とする。

2016年
11月１日から
2046年
10月31日まで

第22回
新株予約権

2017年
10月26日

45個
(１個当たり
200株)

普通株式
9,000株 無償

１円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産

価額は1円とする。

2017年
10月27日から
2047年
10月26日まで

第24回
新株予約権

2018年
10月25日

362個
（１個当たり
100株）

普通株式
36,200株 無償 768円

2020年
11月１日から
2022年
10月31日まで

第25回
新株予約権

2018年
10月25日

71個
（１個当たり
200株）

普通株式
14,200株 無償

１円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2018年
10月26日から
2048年
10月25日まで

(1) 当事業年度末日における新株予約権等の状況
　当社が会社法第238条及び第240条の規定に基づき、当社役員及び従業員並びに当社子会社役員及び従業員に対
し、職務の執行の対価として発行した新株予約権の状況は以下のとおりであります。
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名称 新株予約権の
割当日

新株予約権
の個数及び
１個当たり
の株式数

目的となる株式
の種類及び数

発行価額
(新株予約権
１個当たり)

行使価額
(株式１株当たり) 行使期間

第26回
新株予約権

2018年
10月25日

２個
（１個当たり
200株）

普通株式
400株 無償

１円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2018年
10月26日から
2048年
10月25日まで

第27回
新株予約権

2019年
10月25日

633個
（１個当たり
100株）

普通株式
63,300株 無償 1,031円

2021年
11月１日から
2023年
10月31日まで

第28回
新株予約権

2019年
10月25日

76個
（１個当たり
200株）

普通株式
15,200株 無償

１円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2019年
10月26日から
2049年
10月25日まで

第29回
新株予約権

2019年
10月25日

３個
（１個当たり
200株）

普通株式
600株 無償

1円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2019年
10月26日から
2049年
10月25日まで

第30回
新株予約権

2020年
10月23日

1,053個
（１個当たり
100株）

普通株式
105,300株 無償 1,023円

2022年
11月1日から
2024年
10月31日まで

第31回
新株予約権

2020年
10月23日

86個
（１個当たり
100株）

普通株式
8,600株 無償

１円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2020年
10月24日から
2050年
10月23日まで

第32回
新株予約権

2020年
10月23日

140個
（１個当たり
100株）

普通株式
14,000株 無償

1円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2020年
10月24日から
2050年
10月23日まで

第33回
新株予約権

2021年
10月27日

77個
（１個当たり
100株）

普通株式
7,700株 無償

1円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2021年
10月28日から
2051年
10月27日まで

第34回
新株予約権

2021年
10月27日

140個
（１個当たり
100株）

普通株式
14,000株 無償

1円
※同新株予約権の払込金額は無
償、行使の際の出資される財産
価額は1円とする。

2021年
10月28日から
2051年
10月27日まで

第35回
新株予約権

2022年
３月18日

1,083個
（１個当たり
100株）

普通株式
108,300株 無償 1,098円

2024年
４月１日から
2026年
３月31日まで

(注) 上記表の株式数は、以下の株式分割の分割後の株式数に換算して記載しております。
2012年５月１日付株式分割（株式１株につき２株）
2016年10月１日付株式分割（株式１株につき２株）
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名称 新株予約権
の個数

目的となる
株式の種類
及び数

取締役（社外取締役・監査等委員を除く）
社外取締役（監査等委員を除く） 取締役（監査等委員）

保有人数 個数 保有人数 個数

第７回新株予約権 115個 普通株式
46,000株

１人
１人

55個
30個 １人 30個

第10回新株予約権 92個 普通株式
36,800株

１人
１人

48個
22個 １人 22個

第13回新株予約権 37個 普通株式
14,800株

１人
１人

26個
５個 １人 ６個

第15回新株予約権 13個 普通株式
5,200株

１人
０人

10個
０個 １人 ３個

第19回新株予約権 ８個 普通株式
3,200株

１人
１人

５個
１個 ２人 ２個

第22回新株予約権 11個 普通株式
2,200株

１人
１人

５個
２個 ２人 ４個

第25回新株予約権 21個 普通株式
4,200株

１人
１人

９個
４個 ２人 ８個

第28回新株予約権 30個 普通株式
6,000株

１人
１人

16個
２個 ３人 12個

第31回新株予約権 86個 普通株式
8,600株

１人
２人

40個
16個 ３人 30個

第33回新株予約権 77個 普通株式
7,700株

１人
２人

35個
14個 ３人 28個

名称 新株予約権の個数 目的となる
株式の種類及び数 交付人数

第34回新株予約権 146個 普通株式
14,600株

当社執行役員
当社子会社取締役

８人
２人

第35回新株予約権 1,098個 普通株式
109,800株

当社従業員
当社子会社従業員

40人
287人

(2) 当事業年度末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権

(3) 当事業年度中に職務執行の対価として従業員並びに当社子会社の役員及び従業員に交付した
新株予約権の状況
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2 業務の適正を確保するための体制
　当社は、アウトソーシングサービス産業の一員として、グループ会社の企業活動を支えている全てのステークホル
ダーと良好な関係を築き、長期にわたり持続性の高い成長を遂げていくために、コーポレートガバナンスの確立は不
可欠と認識しております。2016年６月には当社のコーポレートガバナンスの考え方や枠組みを示し、全ての役職員
の行動の指針として「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を策定し、適宜、改定を行ってきました。当該方
針を踏まえ、「内部統制システム構築の基本方針」を以下のとおり決定し、業務の有効性、効率性及び適正性を確保
し、安心と信頼を高め、企業価値の向上を図ってまいります。

内部統制システム構築の基本方針
(1) 当社及び当社子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
　当社は、監査等委員会設置会社であり、複数の社外取締役の選任を通じて、経営に対する取締役会の監督機能
を強化し、経営判断の透明性、公正性を確保する。取締役会は、法令、定款、取締役会規程はじめ社内規程に則
して重要事項を決定するとともに取締役の職務の執行を監督する。
　当社は、執行役員制度を導入しており、職務の執行と監督を分離するとともに、取締役会の監督機能の強化を
図る。
　当社及び当社子会社の取締役及び従業員に期待する行動指針の一つとして「サンネクスタグループ行動規範」
を定めて周知徹底し、高い倫理観と社会的良識をもって行動する企業風土を醸成し、堅持する。コンプライアン
ス体制の構築・維持については、本社に担当執行役員を任命し、取組む。
　担当執行役員は、当社及び当社子会社の取締役及び従業員の法令遵守意識の定着と運用の徹底を図るため、研
修等必要な諸活動を推進し、管理する。各社及び各部門の責任者は、各社及び部門固有のコンプライアンス・リ
スクを認識し、主管部署とともに法令遵守体制の整備及び推進に努める。
　当社及び当社子会社の事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対しては、社内相談・通報窓口
であるホットラインと、社外通報窓口であるコンプライアンス・ホットラインの２つの形態を設置し、内部通報
をしやすい環境を整備する。併せて通報したことを理由に不利益な取扱いを行うことを禁止する。
　グループ内部監査室は、法令及び定款の遵守状況の有効性について監査を行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、総務部門担当執行役員を主管とし、情報の内容に応
じて保存及び管理の責任部署を社内規程において定める。責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を適切に
記録し、法令及び文書管理規程その他の社内規程に基づいて、定められた期間、厳正に保存・管理する。その保
存媒体に応じて安全かつ検索性の高い状態を維持し、取締役及び監査等委員会からの閲覧要請に速やかに対応す
る。
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(3) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社及び当社子会社を含むグループの財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に規定する内部統制報告書の
有効かつ適切な提出のため、代表取締役社長の指示の下、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に
機能することを継続的に評価し必要な是正を行うとともに、金融商品取引法及び関係法令等との適合性を確保す
る。また、法令等に定める情報の開示について適切な開示のための体制を整備する。
　グループ内部監査室は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。主管部署及び監査を受けた部署は、是
正、改善の必要があるときには、その対策を講ずる。

(4) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　取締役及び従業員は、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展を妨げる反社会的勢
力に対しては毅然とした態度で組織的に対応する。
　反社会的勢力の経営活動への関与や当該勢力が及ぼす被害を防止する観点から、行動規範等において反社会的
勢力との関わりについて定め、情報収集や社内研修の実施を通して反社会的勢力の排除に向けて全社的に取組
む。
　反社会的勢力に対しては、総務部門を担当部署とし、情報を一元管理するとともに、警察等の外部機関との連
携強化に努め、情報収集や社内研修の実施を通して、事案の発生時に速やかに対処できる体制を構築する。

(5) 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、グループ全体の経営上のリスクの分析及び対策について、適切なリスクマネジメントを行うために全
社的なリスク管理に関する規程を定め、必要な管理機構を整備し、リスクの抽出と評価、その対応について統合
的に点検管理し改善を推進する。取締役会では、明示的に抽出されたグループ全体のリスクの状況についてモニ
タリングを行うとともに、経営資源配分等に結び付けて体系的に統合管理を推進する。実態的にグループ全体の
リスク管理を行う機関として、グループ経営会議にてグループ全体及びグループ各社のリスクアセスメント、リ
スク管理状況のモニタリング等を行い、重要なリスクについては取締役会等に報告を行う。
　また、危機管理規程に基づき、グループにおける経営上の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失
墜、災害等の危機など、不測の事態が発生した場合には、当該会社及び当社に対策本部（本部長は代表取締役社
長）を設置して迅速・的確な対応を行い、損害の拡大を防止し最小限にとどめるよう努力する。
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(6) 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社においては定時取締役会を毎月開催し、当社及び当社グループの経営に関する業務遂行に係る重要な意思
決定を行うとともに、当社及び当社子会社の取締役の職務執行状況の監督を行い、経営状況の報告を受ける。ま
た、当社においては経営会議を月１回以上、当社子会社においては経営会議又はそれに準じた会議体を適宜開催
し、社内規程で定められた決裁権限に従って迅速かつ機動的な意思決定を行う。
　当社は、当社の職務執行に関する権限及び責任について、業務分掌規程、職務権限規程その他の社内規程にお
いて明文化し、適時適切に見直しを行い、当社子会社においてもこれに準拠した体制を構築させるものとする。
業務管理に関しては、当社グループ全体の中期経営計画を策定し、グループ経営会議において、その進捗状況を
定期的に検証し、その達成に向けた対策を講ずることを通じて効率的な業務の執行を図る。

(7) 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社の取締役を当社から派遣し、子会社の取締役の職務執行に関し、事業全般に対して責任あるガバナンス
が確保できるよう協議・意思決定・監督を行う。グループ企業に共通する管理機構の制定、整備及びグループ経
営に関する事項全般の統括は、管理部門がこれにあたる。グループ企業の経営については、その自主性を尊重す
るとともに、主管部門との間で事業内容及び業績について定期的な報告を行い、重要事項については事前協議を
行う。また、グループ共通課題並びに当社及び当社子会社の業務執行状況・業績・課題について情報共有・審
議・方針決定を行うグループ経営会議を毎月開催する。
　監査等委員会及びグループ内部監査室は定期的な監査を行うものとする。
　また、取締役会及び監査等委員会の機能発揮に向け、グループ内部監査室は、取締役会に定期的に直接、報告
を行うものとする。

(8) 監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に
関する事項
　当社はもとより当社子会社も含むグループ全体の監査業務を当社監査等委員会が遂行していくため、監査等委
員会の職務（監査業務）を補助すべきスタッフを置く。

(9)前号の従業員の取締役からの独立性及び監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
　前号の監査等委員会を補助するスタッフは、監査等委員会の指示に従い業務を遂行し、当該の任命、人事異動
及び人事評価には常勤監査等委員の同意を必要とする。
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(10) 取締役及び従業員が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告
に関する体制
　監査等委員である取締役は、当社及び当社子会社の、経営会議、その他の重要な会議に出席し、また、重要な
決裁書類及び関係資料を閲覧する。当社及び当社子会社の代表取締役及び業務執行を担当する執行役員は、取締
役会等の重要な会議において、その担当する業務の執行状況を報告する。当社及び当社子会社の取締役、執行役
員及び従業員は、重大な法令または定款違反及び不正な行為並びに当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのあ
る事実を知ったときは、遅滞なく監査等委員会に報告する。
　また、監査等委員会はいつでも必要に応じて当社及び当社子会社の取締役、執行役員及び従業員に対し報告を
求めることができる。
　なお、監査等委員会へ報告をしたこれらの者に対し、当該報告をしたことを理由としていかなる不利益をも課
してはならない。

(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は、グループ全体・全社の内部監査を実施するグループ内部監査室と緊密な連携を保つととも
に、必要に応じてグループ内部監査室に調査を求める。また、監査等委員会は会計監査人と定期的に会合を持っ
て意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。監査等委員会は、監査の実施
に当たり必要と認めるときは、会社の顧問弁護士とは別の弁護士その他の外部専門家を自らの判断で起用するこ
とができる。
　また、監査等委員会の職務の遂行について生ずる費用の前払い等の処理については、速やかに当該費用または
債務を処理する。
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3 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

(1) 当社及び当社子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
　当社及び当社子会社におけるステークホルダーとの適切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動等について
価値観を示したグループ行動規範を定め実践し、各社各事業所への掲示等、組織的な啓発等により、その浸透を
図っております。
　また、当社及び当社子会社の全役職員を対象に、理解度テストを織り込んだコンプライアンス研修を実施し、
法令遵守意識の定着と運用の徹底を図っております。
　毎月の経営会議等において、コンプライアンス活動状況を確認のうえ、全員による情報共有・協議を行う等、
執行部門による第１ディフェンスのみならず、管理部門による第２ディフェンスを加え、法令遵守体制の整備・
推進に努めております。
　コンプライアンス違反の防止及び早期発見、自浄プロセス機動性の向上のために、社内相談・通報窓口のホッ
トラインと、社外の法律事務所を窓口とするコンプライアンス・ホットラインの２つの形態を設置し、安心して
相談できる窓口として機能させております。
　また、法令及び定款の遵守状況の有効性については、第３ディフェンスとなるグループ内部監査室にて当社及
び当社子会社全社の監査を実施しております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、社内規程に従い適正に保存され、取締役（監査等委
員である取締役を含む）が常時閲覧できる体制となっております。

(3) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社及び当社子会社を含むグループの財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部統制システムについて
定期的に見直しを図り、当社グループ全体の内部統制の有効性に係る評価を実施し、取締役会にて確認しており
ます。
　また、法令等に定める情報の開示について適切な開示をすべく、「情報開示内容確認書（チェックリスト）」
等を活用した、複数部門によるダブルチェック・牽制体制を整備しております。
　また、グループ内部監査室は監査を実施し、是正・改善の必要があれば、部門にて対応のうえ、報告を受け、
対処しております。
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(4) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　反社会的勢力の排除に関して、基本方針を社内外に示すとともに、グループ行動規範及び反社会的勢力排除規
程等において反社会的勢力との関わりについて定め、社内研修等の実施を通して、全社的に取り組んでおりま
す。
　また、外部専門機関との連携により情報収集を行い、新規取引先についてはその都度反社会的勢力でないこと
を確認し、かつ全取引先を対象とした定期的な確認を行うことで、当該取引を未然に防止し、事案の発生時に速
やかに対処できる体制を構築しております。

(5) 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　取締役会では、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ、個人情報等に関わるリスクについ
て、統合的リスク管理の下、必要な対応策の制定及び実施状況の監督等を行っております。また、組織横断的リ
スク状況の監視及び全社的対応は、総務部門が担っており、経営上の不測の事態に備え、体制を整備しておりま
す。

(6) 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　各社の取締役会規程及び経営会議規程に則り、当社においては定時取締役会を月１回開催し、取締役会では、
各議案についての審議、業務執行の状況等の監督を行っております。
　さらに、当社においては経営会議を月２回、当社子会社においては経営会議及びそれに準じた会議体を適宜開
催し、迅速かつ機動的な意思決定を行っております。
　社内規程に関しては、当社及び当社子会社において適時適切に見直しております。
　当社グループ全体の中期経営計画を策定・開示のうえ、その進捗状況を定期的に検証のうえ、その達成に向け
た対策を講じ、取締役会で見直しの要否も含めて審議しております。

(7) 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社子会社の事業内容及び業績について当社取締役会にて定期的に報告を受け、重要事項について事前協議を
行っております。当社子会社に共通もしくはグループ経営に関する事項全般の統括を当社管理部門が担い、当社
子会社の経営の自主性を尊重しつつ、報告・協議等密接に連携をとっております。
　また、グループ内部監査室は、当社及び子会社の監査を行い、グループ経営に則したモニタリングを実施する
とともに、常勤監査等委員、必要に応じて監査等委員会と適切な連携をとっております。
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(8) 監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に
関する事項
　当社は、常勤監査等委員の求めに応じて監査等委員会の職務を補助する従業員を専任で置いております。

(9) 前号の従業員の取締役からの独立性及び監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会を補助する従業員の任命、人事異動及び人事評価に関しては常勤監査等委員が行う等、独立性を
確保しております。また、監査等委員会の当該従業員に対する指示の実効性を確保するために、当該従業員は常
勤監査等委員と同じ職場に常駐して常勤監査等委員の指示に従って行動しております。

(10) 取締役及び従業員が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告
に関する体制
　取締役である監査等委員全員が当社取締役会に出席し意見を述べるとともに、常勤監査等委員が当社子会社の
経営会議等、「内部統制システム構築の基本方針」に定める重要な会議に出席することにより、取締役及び従業
員から業務の執行状況など必要な報告を受けております。また、常勤監査等委員が重要な決裁書類及び関係資料
を閲覧できる等、十分な情報を得られる環境を整備しております。
　監査等委員は、監査等委員会において、必要に応じて当社及び当社子会社の取締役及び従業員より報告を受け
ております。特に、監査等委員等に内部通報を行った者に、通報したことを理由としていかなる不利益を課して
はならない旨を「内部通報規程」に定める等、これを周知徹底しております。

(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　常勤監査等委員は、グループ内部監査室の会議に出席し、報告を聴取、必要に応じて調査を求めるなど、緊密
な連携を保っております。また、全監査等委員は監査等委員会において、会計監査人から期初及び四半期ごとに
報告を聴取し、意見及び情報の交換を行っております。
　なお、監査等委員会の職務の遂行について生ずる費用の前払い等の処理については、「監査等委員会監査基
準」に基づいて、速やかに処理しております。
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連結株主資本等変動計算書（2021年７月１日から2022年６月30日まで） (単位：千円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2021年７月１日残高 908,886 1,100,036 3,945,832 △459,582 5,495,172
連結会計年度中の変動額
新株の発行 63,497 63,497 126,994
剰余金の配当 △341,595 △341,595
親会社株主に帰属する当期純利益 1,976,141 1,976,141
自己株式の取得 △1,163,814 △1,163,814
自己株式の消却 △436,200 436,200 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 63,497 △372,702 1,634,545 △727,614 597,726
2022年６月30日残高 972,383 727,333 5,580,378 △1,187,197 6,092,898

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
2021年７月１日残高 3,290,312 119,644 8,905,128
連結会計年度中の変動額
新株の発行 126,994
剰余金の配当 △341,595
親会社株主に帰属する当期純利益 1,976,141
自己株式の取得 △1,163,814
自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額) △2,028,004 8,334 △2,019,670

連結会計年度中の変動額合計 △2,028,004 8,334 △1,421,944
2022年６月30日残高 1,262,307 127,978 7,483,184
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

連結子会社の数 ４社 日本社宅サービス株式会社
クラシテ株式会社
クラシテ不動産株式会社
株式会社スリーＳ

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

商品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）を採用しております。

販売用不動産 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）を採用しております。

仕掛品 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）を採用しております。

原材料及び貯蔵品 主として最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

当連結会計年度において、株式会社スリーＳを吸収合併存続会社、サンネクスタリーシング株式会社を吸収合
併消滅会社とする吸収合併を行ったため、サンネクスタリーシング株式会社は連結の範囲から除外しておりま
す。また、前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社全日総管理は当連結会計年度中に当社の保
有する全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。なお、当連結会計年度においては、損益計算
書のみを連結しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

1) 有価証券
その他有価証券

2) 棚卸資産
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1) 有形固定資産
（リース資産を除く）

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
建物（建物附属設備は除く）
　イ　1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの
　　　旧定額法
　ロ　2007年４月１日以降に取得したもの
　　　定額法
建物以外
　イ　2007年３月31日以前に取得したもの
　　　旧定率法
　ロ　2007年４月１日以降に取得したもの
　　　定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を適
用しております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、支出時
に費用処理しております。

2) 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５～８
年）に基づく定額法によっております。また、顧客関連無形資産については、将
来の収益獲得見込期間（５年）に基づく定額法によっております。

3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計
上しております。

3) 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上し
ております。

4) 株主優待引当金 株主優待制度に係る費用の発生に備えるため、当連結会計年度末において将来発
生すると見込まれる額を計上しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ 重要な引当金の計上基準

④ 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
1）社宅マネジメント事業

　社宅マネジメント事業は、主に社宅管理事務代行のサービスであり、社宅に関わる賃貸借契約、賃料等
の支払い業務、解約時の精算業務等を行っております。社宅マネジメント事業における履行義務は、主と
して、それらの役務が提供された件数実績等に応じて履行義務が充足されることから、当該時点で収益を
認識しております。

2）マンションマネジメント事業
　マンションマネジメント事業は、マンションの管理員業務、清掃・設備管理・保全の各業務、管理組合
の決算・運営補助業務等のマンション管理の総合的管理業務を行っております。マンションマネジメント
事業における顧客との履行業務は、マンション管理の実施計画に基づいて管理業務を実施することによ
り、契約期間において一定水準に管理された状態を提供することにあります。そのため契約に基づき履行
義務が充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識しております。
　マンションの修繕工事を請け負う事業については、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足
すると見込まれる時点までの期間がごく短いため、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務
を充足した時点で 収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。

⑥ のれん償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発生する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり均等償却しておりま

す。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って
おります。また、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従来の取
扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約について、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当連結会計年度に係る連結計算書類への影響は軽微であり、利益剰余金の当期首残高に与える影響
はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
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業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありま
せん。また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項等の
注記を行うことといたしました。
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繰延税金資産 102,324千円

有形固定資産の減価償却累計額 317,789千円

場所 事業用途 種類 減損損失

東京都新宿区 保険代理店事業 顧 客 関 連 無 形 資 産 7,758千円

３. 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

①当連結会計年度末の連結計算書類に計上した金額

②会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
　繰延税金資産については、将来減算一時差異に対して、将来年度の課税所得の見込額に基づいて回収可能性
を判断しております。将来年度の課税所得の見込額については、各連結子会社における過去実績の分析や外部
環境予測等を踏まえて作成した事業予算を基礎として算出しております。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の拡がり方や収束時期等を予測することは困難な
ことから、当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響は一定期間継続するものと仮定し、当連結計算
書類作成時において入手可能な情報に基づき会計上の見積りを行っており、現時点では業績に与える影響は軽
微であると判断しております。
　なお、上記の仮定の変動によっては、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

５. 連結損益計算書に関する注記
（投資有価証券売却益）

政策保有株式の一部を売却したことによるものであります。

（関係会社株式売却益）
連結子会社であった株式会社全日総管理の保有株式を全て売却したことによるものであります。

（減損損失）
　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

　当社グループは、減損の兆候を判定するにあたり、原則として事業用資産については各社事業部、サービス区
分別により資産グループの単位としております。
　上記、事業用資産につきましては、今後の事業計画を見直した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回ったた
め、その帳簿価額全額を減損損失として計上しております。
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株式の種類 当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普 通 株 式 11,159,800 132,900 600,000 10,692,700

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普 通 株 式 1,146,888 1,085,748 600,000 1,632,636

決議 株式の
種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基準日 効力発生日

2021年９月28日
定時株主総会 普通株式 170,219 17.0 2021年６月30日 2021年９月29日

2022年２月7日
取締役会 普通株式 171,375 17.0 2021年12月31日 2022年３月３日

決議予定 株式の
種類

配当金の
総額

(千円)
配当の
原資

1株当たり
配 当 額

(円)
基準日 効力発生日

2022年9月28日
定時株主総会 普通株式 163,081 利益剰余金 18.0 2022年６月30日 2022年９月29日

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の増加132,900株は、2021年９月28日開催の取締役会決議に基づき2021年10月27日に
発行いたしました譲渡制限付株式の増加17,300株及びストックオプション行使115,600株によるもの
であります。発行済株式の減少600,000株は、2022年６月３日開催の取締役会決議に基づき、2022
年６月30日に自己株式を消却したものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）当連結会計年度増加株式数1,085,748株は、2022年２月７日開催の取締役会決議に基づき取得した
1,085,500株及び、単元未満株式の買取りによる増加98株、2021年９月28日開催の取締役会決議に基
づき2021年10月27日に発行いたしました譲渡制限付株式のうち、役員2名が退任したことによる無償取
得150株であります。当連結会計年度減少株式数600,000株は、2022年６月３日開催の取締役会決議に
基づき、2022年６月30日に自己株式を消却したものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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第７回
ストックオプション

第10回
ストックオプション

第13回
ストックオプション

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 78,000株 67,200株 28,400株
新株予約権の残高 195個 168個 71個

第15回
ストックオプション

第19回
ストックオプション

第22回
ストックオプション

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 10,400株 12,400株 9,000株
新株予約権の残高 26個 31個 45個

第24回
ストックオプション

第25回
ストックオプション

第26回
ストックオプション

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 36,200株 14,200株 400株
新株予約権の残高 362個 71個 ２個

(4) 当連結会計年度末における新株予約権に関する事項
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第27回
ストックオプション

第28回
ストックオプション

第29回
ストックオプション

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 63,300株 15,200株 600株
新株予約権の残高 633個 76個 ３個

第30回
ストックオプション

第31回
ストックオプション

第32回
ストックオプション

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 105,300株 8,600株 14,000株
新株予約権の残高 1,053個 86個 140個

第33回
ストックオプション

第34回
ストックオプション

第35回
ストックオプション

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 7,700株 14,000株 108,300株
新株予約権の残高 77個 140個 1,083個

（注）第30回、第35回ストックオプションは、権利行使期間の初日が到来しておりません。
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７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定し、また、短期的な資金調達につ
いては銀行借入による方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金、未収入金及び営業立替金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金、営業預り金及び前受金は、そのほとんどが１年以内に支払期日が到来し、
その支払期日に支払いができなくなる流動性リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
1) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、原則として当該債権の取扱い部門が主管部門となり、取引先の業績状況等を定期的に
モニタリングするとともに、その取引先の回収期日及び残高等を管理し、回収懸念の早期把握や軽減を図る
ための管理体制をとっております。

2) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券のうち上場株式については、主に業務上で関係を有する企業の株式であり、毎月時価の把握を
行っており、四半期決算ごとに把握された時価について取締役会等の会議体に報告されております。

3) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
借入金は、そのほとんどが社宅管理事務代行事業にともなう１ヵ月未満の短期借入金であり、事務代行の処
理に合わせて資金繰り管理を実施しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

投資有価証券
その他有価証券 1,985,247 1,985,247 －

資産計 1,985,247 1,985,247 －

区分 連結貸借対照表計上額(千円)
非上場株式等 160,097

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内

(千円)
10年超
(千円)

投資有価証券
その他有価証券のうち満期が
あるもの（社債） 50,000 － － －

合　計 50,000 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2022年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、「その他有価証券」には含めておりません（（注）１．参照）。また、
現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未収入金、営業立替金、買掛金、未払金、営業預り金、前受金に
ついては短期間で決済されるものであるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（注）１．市場価格のない株式等

これらについては、「投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

（注）２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 1,985,247 － － 1,985,247

資産計 1,985,247 － － 1,985,247

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

－ 22 －



報告セグメント（千円）
合計

（千円）社宅マネジメント
事業

マンション
マネジメント事業

インキュベーション
事業

一時点で移転される財又
はサービス 3,807,449 1,481,544 224,367 5,513,362

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス 383,757 2,582,261 182,358 3,148,377

顧客との契約から生じる
収益 4,191,207 4,063,806 406,726 8,661,739

その他の収益 － 34,910 － 34,910

外部顧客への売上高 4,191,207 4,098,716 406,726 8,696,650

(1) １株当たり純資産額 811円82銭
(2) １株当たり当期純利益 204円80銭

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(４) 会計方針に関する事項　⑤重要

な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重要な変動も発生してい
ないため、記載を省略しています。また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結
会計年度に認識した収益に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引額
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年

を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また顧客との契約から生
じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９. １株当たり情報に関する注記
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流動資産 137,746 千円
固定資産 684,014 千円
資産合計 821,760 千円
流動負債 229,754 千円
固定負債 51,910 千円
負債合計 281,665 千円

10.企業結合等に関する注記
事業分離
（子会社株式の譲渡）

当社は、2022年１月21日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社全日総管理の全株式を譲渡
することを決議し、同日付で譲渡先との間で株式譲渡契約を締結いたしました。当該譲渡契約に基づき、
2022年３月31日に全株式の譲渡が完了いたしました。これにより株式会社全日総管理は、第３四半期連結会
計期間末より連結の範囲から除外しております。

１．株式譲渡の概要
（１）株式譲渡の相手先の名称

長友　孝祥
（２）譲渡した子会社の名称及び事業内容

名称　　：株式会社全日総管理
事業内容：主に賃貸アパート、マンション、事務所、店舗原状回復工事、クロス、床、大工、クリー

ニング（自社施工）
（３）株式譲渡の理由

当社は、2017年８月に当社グループが手がけるマンションマネジメント事業における付加価値を高
めることを目的に、長年にわたり各種不動産の原状回復工事やリフォーム工事、クリーニングを展開
し、そのノウハウを有する株式会社全日総管理を連結子会社化して、グループとしてのシナジー創出を
目指してまいりましたが、両社において十分な効果を発揮するに到らず、協議を重ねた結果、当社持分
の全てを創業者に譲渡することといたしました。

（４）株式譲渡日
2022年３月31日

（５）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項
受取対価を現金とする株式譲渡

２．実施した会計処理の概要
（１）譲渡損益の金額

関係会社株式売却益　　51,494千円
（２）譲渡した子会社に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳
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売上高 321,975 千円
営業利益 △1,704 千円

（３）会計処理
当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却価額との差額を関係会社株式売却益として、特別利益に計

上しております。

３．譲渡した子会社が含まれていた報告セグメントの名称
マンションマネジメント事業

４．当連結会計年度に係る連結損益計算書に計上されている譲渡した子会社に係る損益の概算額

11.追加情報
（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の今後の拡がり方や収束時期等を予測することは依然として困難なことから、当
社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響は一定期間継続するものと仮定し、当連結計算書類作成時に
おいて入手可能な情報に基づき会計上の見積りを行っており、現時点では業績に与える影響は軽微であると判
断しております。
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株主資本等変動計算書 （2021年７月１日から2022年６月30日まで） (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主
資本
合計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

その他
利益剰余金 利益剰余

金 合 計繰越利益
剰 余 金

2021年７月１日残高 908,886 656,135 443,900 1,100,036 2,859,127 2,859,127 △459,582 4,408,467
事業年度中の変動額

新株の発行 63,497 63,497 63,497 126,994
剰余金の配当 △341,595 △341,595 △341,595
当期純利益 1,977,211 1,977,211 1,977,211
自己株式の取得 △1,163,814 △1,163,814
自己株式の消却 △436,200 △436,200 436,200 －
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 63,497 63,497 △436,200 △372,702 1,635,616 1,635,616 △727,614 598,796
2022年６月30日残高 972,383 719,633 7,700 727,333 4,494,743 4,494,743 △1,187,197 5,007,264

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評  価  差  額  金
2021年７月１日残高 3,290,619 119,644 7,818,731
事業年度中の変動額

新株の発行 126,994
剰余金の配当 △341,595
当期純利益 1,977,211
自己株式の取得 △1,163,814
自己株式の消却 －
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △2,028,004 8,334 △2,019,670

事業年度中の変動額合計 △2,028,004 8,334 △1,420,873
2022年６月30日残高 1,262,615 127,978 6,397,857
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

貯蔵品 最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

① 有形固定資産 法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
イ 2007年３月31日以前に取得したもの

旧定率法
ロ 2007年４月１日以降に取得したもの

定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法
を適用しております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、支
出時に費用処理しております。

② 無形固定資産 定額法を採用しております。

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
2) その他有価証券

② 棚卸資産

(2) 固定資産の減価償却の方法
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① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計
上しております。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し
ております。

④ 株主優待引当金 株主優待制度に係る費用の発生に備えるため、当事業年度末において将来発
生すると見込まれる額を計上しております。

繰延税金資産 78,080千円

(3) 引当金の計上基準

(4) 収益及び費用の計上基準
純粋持株会社である当社の収益は、子会社からの経営指導料等及び受取配当金となります。経営指導料等にお

いては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時点におい
て当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益及び費用を認識しております。また、受取配当金につ
いては、配当金の効力発生日をもって収益を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支払いが顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

この結果、当事業年度に係る計算書類への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
(1)繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額
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関係会社株式 1,823,261千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 58,607千円

短期金銭債権 141,459千円
短期金銭債務 50,129千円
長期金銭債務 105,741千円

なお、繰延税金資産は繰延税金負債と相殺し、貸借対照表には繰延税金負債479,236千円として計上してお
ります。

②会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
連結注記表３.会計上の見積りに関する注記に記載している事項と同一のため、記載を省略しております。

(2)関係会社株式の評価
①当事業年度の計算書類に計上した金額

　このうち、実質価額が著しく低下している関係会社株式として、株式会社スリーSの株式69,088千円が含
まれております。

②会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
　非上場の関係会社に対する投資等について時価を把握することが極めて困難と認められる株式は、実質価額が
著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて評価損を認識することと
しております。
　当事業年度末において、連結子会社の投資において実質価額が著しく低下しておりますが、同社の将来の事業
計画に基づき、実質価額の回復が十分に裏付けられていると判断しているため、評価損を認識しておりません。
　同社の実質価額の回復可能性の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、当該計画には新規受注に伴う売
上高の増加予測等の重要な仮定が含まれております。
　なお、上記の仮定の変動によっては、翌事業年度の計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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営業取引による取引高
営業収益 1,429,457千円

営業取引以外の取引高 3,038千円

株式の種類
当事業年度期首

株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末
株式数(株)

普 通 株 式 1,146,888 1,085,748 600,000 1,632,636

（繰延税金資産）
未払事業税 33,746 千円
賞与引当金 7,957
貸倒引当金 32
株式報酬費用 34,953
一括償却資産償却超過額 24
未払社会保険料否認 883
その他 483

繰延税金資産合計 78,080
（繰延税金負債）

労働保険料 △77 千円
その他有価証券評価差額金 △557,239

繰延税金負債合計 △557,316
繰延税金負債の純額 △479,236

５. 損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の増加1,085,748株は、2022年２月７日開催の取締役会決議に基づき、取得した1,085,500株
及び、単元未満株式の買取りによる増加98株、2021年９月28日開催の取締役会決議に基づき2021年
10月27日に発行いたしました譲渡制限付株式のうち、役員2名が退任した事による無償取得150株であ
ります。 自己株式の減少600,000株は、2022年６月３日開催の取締役会決議に基づき、2022年６月30
日に自己株式を消却したものであります。

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

子会社

日本社宅サービス
株式会社

（所有）
直接　100.0

経営指導等
役員の兼任

 経営指導等(注)１
 配当金の受取(注)２
 資金の貸付(注)３

553,335
617,850

8,450,000

 未 収 入 金
－
－

50,737
－
－

クラシテ株式会社 （所有）
直接　100.0

経営指導等
役員の兼任  経営指導等(注)１ 216,994  未 収 入 金 19,901

株式会社
スリーS

（所有）
直接　100.0

経営指導等
役員の兼任  増資の引受(注)４ 80,000 － －

種 類
会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

役員及び

その近親者
長友　孝祥 （被所有）

直接　0.0 －

自己株式の買取
(注)１ 671,724 － －

子会社株式の譲渡
(注)2 591,589 － －

８. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１.経営指導料等については、業務内容を勘案し、両社協議のうえ、決定しております。

２.配当金については、子会社の取締役会決議に基づき受領しております。
３.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
４.増資の引受は、子会社が行った増資を当社が引き受けたものであります。
５.上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(2) 役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１.自己株式の取得は、2022年２月７日開催の取締役会決議に基づき、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引

（ToSNeT-3）により取得しており、取引金額は取引前営業日の終値によるものであります。
２.子会社株式の譲渡については、当社の100％子会社であった株式会社全日総管理の全株式を譲渡したもの

であります。取引金額は、当社が算定した対価に基づき、決定しております。
３.取引金額には消費税等は含まれておりません。
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(1) １株当たり純資産額 692円03銭
(2) １株当たり当期純利益 204円91銭

９. 収益認識に関する注記
「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

10.１株当たり情報に関する注記

11. 追加情報
連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。
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